
令和 4（2022）年事業計画作成に当って打合せ資料（1 月 29 日 14 時〜） 
 
1．災害時要援護者支援の取組みの 2021 年度活動振り返り 
① 活動を始める前                                    当委員会の 2021 年度活動 

 ・要援護者支援の必要性を学ぶ      「緑園 6 丁目 地域支え合い活動」ホームページを 

 ・活動体制を整える           地域支え合い活動委員会を設立。 

 ・要援護者を把握する          区提供名簿を基にブロック別に分担,要援護者登録票 

② 災害時に備え（日頃の取組み・災害時想定） 

 ・支援者を決める            ブロック別に分担制 

 ・訪問（顔合わせ，見守り、信頼関係）    適時実施 

・支援上の留意点把握            要援護者登録票で資料提供して貰っている。 

・災害時想定訓練            安否確認訓練 災害時想定に甘さ、システム化未達 

・関係機関団体との連携         区役所（危機管理、福祉、高齢障害支援）区社協、CP 

                                      福祉施設、ケアマネジャー，防災拠点で未達 

 ・自助 備蓄、屋内安全対策       「わたしの災害対策ファイル｣を活用 

③ 発災時 

 ・情報伝達 円滑なコミュニケーション  委員会内は良 

 ・安否確認 体制，訓練         担当班長、当委員で実施、｢無事です｣カードで難 

 ・救出救護 個人の状況に応じた     資機材・人材、連絡先？ 

 ・避難誘導 避難先の確定        個別避難計画待ち。 

④ 避難生活 

 ・要望確認、避難スペース、福祉避難所、在宅避難把握と支援   未 

 

2．2022 年の環境変化と考慮すべき内容 

① 更新名簿（増員） 

② 委員の変動（減少見込み） 

③ 第 4 期地域福祉保健計画、市防災計画見直しとの関連 

④ 災害対策基本法改正により、個別避難計画、福祉避難所ガイドライン変更、 

ケアマネジャーからの要請 

⑤「災害時安否確認｣を想定（震度 6 弱，建築基準法関連）したシステム化の推進要請 

⑥「地域支え合いハンドブック｣改訂版の発刊 

 
3．2021 年度事業報告（たたき台） 

① 組織・体制として｢災害時要援護者 地域支え合い活動委員会｣を創設 

② ブロック別担当制を設け、要援護者提供の登録票を基に適時訪問、顔合わせによる信頼関係構築 

③ 区役所との連携で「わたしの災害対策ファイル」を作成、要援護者の自助意識向上を図った。 

④ 月次定例会を設け、委員会内の情報共有を図った。 

⑤ ホームページ｢緑園 6 丁目 地域支え合い活動｣を作成、活動状況、参考資料を掲載 

⑥「災害時要援護者 安否確認実施要領」を作成、それに基づき｢安否確認訓練｣を実施 

⑦ LINE による連絡体制を整備 

 



4．2022 年事業計画（たたき台） 

① 更新名簿に基づき、｢要援護者登録票｣提供を受け、ブロック別支援体制整備 

② 月次定例会を設け、委員会内情報共有を図る。 

③ 「わたしの災害対策ファイル｣の作成、要援護者への提供を継続 

④ ホームページ｢緑園 6 丁目 地域支え合い活動｣管理・運営を継続 

⑤「防災計画｣だけでなく｢第 4 期福祉保健計画｣との連動を図る 

⑥ 委員の増強（委員の減少と高齢化伸張に伴い要援護者の増加） 

⑦ 要援護者安否確認訓練の実施 

⑧ 災害時｢安否確認｣を想定したシステム化を推進 

⑨「地域支え合いハンドブック｣改訂版の発刊 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

緑園地域福祉保健計画の課題と施策 
                         災害対策基本法改正の個別避難計画部分 
 

予決算 

2021 年度 予算:70,000  わたしの災害対策ファイルと印刷費 20,000,システム化：50,000 
                     決算:15045  システム化は皆さんの反対で、保留に 
 
2022 年度 予算 110,000      地域支え合いハンドブック 50,000 
                             システム化  50,000 
                             印刷他雑費   10,000 
 

結論 

上記 3，4 の｢たたく台｣を理解の上、自治会への提出は、簡素な各数点に絞って提出することに。 
 
 
 
 
 

 

 


